












(熊本市) は､ 国内ではトヨタ自動車､ 日立製作所､ クボタ､ キヤノン､ 海
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1) 『日経ビジネス』 (2017年３月６日号)､ 58～62頁｡
要 旨
近年､ 工場の生産ライン建設を一括請負する生産システム・インテグレー






並ぶ事業に成長させた｡ 現在､ 同社は IoT化に対応し､ 中小・中堅メーカー
の工場全体の ｢見える化｣ を新たなソリューションとして提案､ 新分野開
拓しようとしている｡
キーワード：生産システム・インテグレータ (Factory System Integrator)､
製造業のサービス化 (Servitization)､ FA (Factory Automa-
tion)､ ロボット・システム (Robot System)､ スマート製造
(Smart Factory)
外では米 GM､ テスラ・モータース､ 英ダイソン､ 韓国サムスン電子等を






















タとなった社､ ②顧客ニーズに応じて産業機械を ｢一品製作｣ して納品・設
置していた専用機械メーカーがシステム・インテグレータとなった社が存在
するが､ 第３のカテゴリーとして ｢メーカーが自社生産ラインの FA化・ロ
ボット導入に取り組む過程で､ システム・インテグレーションに関する技術・
ノウハウを蓄積し､ 自社の技術・ノウハウを活かしてインテグレータ化した
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社｣ が存在する2)｡
愛知県蒲郡市に立地する近藤製作所は資本金２億2000万円､ 従業員数316

































てきた｡ 同社はトヨタよりはホンダ､ 日産との取引を主体としてきたが､ 同
社の自動車部品生産における役割を豊田合成との関係を例に説明する｡
豊田合成はトヨタ自動車グループでゴム・樹脂製品の開発・製造を担う
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Tier 3の部品メーカーは Tier 2部品メーカーの指示の下に部品構成体のプレス加工､
鋳・鍛造､ メッキ等の加工工程を分担している (例えば､ 完成車メーカーから駆動部
品のクラッチの発注を受けた完成部品メーカーはクラッチ製造に必要なクラッチ軸構






































(出所) トヨタ自動車資料 (https : //www.toyota.co.jp / jpn / company /history /75years /data / auto-
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クマ製 NC装置を搭載した６軸制御 NC旋盤を開発している｡ 自社技術の外
販化はオート・ローダだけで終わらず､ 近藤製作所は引き続き1974年に６軸
制御 NC旋盤の外販を開始し､ 1977年には自動計測検査装置､ 1979年には














(出所) 近藤製作所資料 (http : //www.konsei.co.





















るチャック (次頁図４) 等の汎用性に着目して､ 1980年以降ガントリー・ロー
ダをシリーズで開発・供給するようになり､ 1983年にはチャックの外販を開
始した｡ 機械商社を介した外販先はメーカーや FAシステム・インテグレー
タであったが､ 1992年には､ これらの顧客の求めに応じて､ 各工程で部品・
治具を保管するストッカー装置もシリーズ化して販売するようになる｡ この
頃から日本市場の消費形態は多様化し､ 大量生産・大量消費に適した量産型






























である｡ ２. で示したように FAは ｢工場の一連の作業工程をロボット､ セ










































ロボットには ｢つかむ｣ ｢つまむ｣ ｢つかんで回す｣ ｢押し込む｣ ｢引っかけ
る｣ 等の目的に応じたハンドリング機能が要求されるが､ まず近藤製作所は








品に続いて搬送装置等の外販化にも取り組んだ｡ 1980年代の ｢FA時代｣ に､
近藤製作所はロング・ストロークで多台連結も可能であるガントリー・ロー
ダに引き続き､ 1985年には２～３軸制御で各種ワークにも兼用できる小型ガ
ントリーである ｢直交座標ロボット｣ を製品化していたが､ ｢ロボット時代｣
に入った1996年には直交座標ロボットを ｢直交ロボ｣ としてシリーズ化 (次
頁図６)､ 更には設置スペースに乏しくライン変更が多い場合でも対応でき
る､ 折りたたみ式アームで高速運動が可能な搬送用 ｢旋回ロボ｣ を製品化し､
製造企業の搬送自動化ニーズへの対応能力を拡張している｡
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また, 近藤製作所は従業員約300名の中小企業であり､ FA・システム､ ロ
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7) 岡谷鋼機株式会社は1669年創業 (1937年に株式会社化) の名古屋の鉄鋼・機械等を取
り扱う名古屋証券取引所一部上場の独立系商社 (資本金91.3億円)｡ 鉄鋼､ 情報・電
機､ 産業資材､ 生活産業の４分野を中心に事業展開しており､ 鉄鋼､ 特殊鋼､ 非鉄金
属､ 電機・電子部品､ 化成品､ 機械・工具､ 配管住設機器､ 建設関連､ 食品などの国
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9) 前掲榎本 (2018)｡
る形でインテグレータ化した｡
近藤製作所は資本金２億2000万円､ 従業員数316名 (2017年８月現在) の






















KONSEI USA (米国ケンタッキー州) 及び常州坤世精密机械有限公司 (中国)














とする LED照明が普及し始めたが､ 近藤製作所も工場照明の LED転換に
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図８ エアバックの爆薬容器
(出所) ダイセル資料 (https : //www.daicel.com/msd /product / car.html)
(2) 工場 ｢見える化｣ 提案
画像検査システムは異常を ｢見える化｣ するものであるが､ 工場内の工作
機械・ロボット・搬送装置等の稼働・進捗状況を ｢見える化｣ することは異
常発見に劣らず生産ラインの ｢カイゼン｣ にとり重要である｡







化｣ し､ 全体最適の観点から､ いずれの生産工程で如何なるカイゼンを実行
するかを決定することが課題となっている｡
しかしながら､ 中小メーカーにとり､ MES等の本格的な ITシステム整備






まざるを得ない｡ そこで､ 2012年､ 近藤製作所は､ 新規の巨額投資をせずと
も､ 既存の機械設備の情報端末等を活用して稼動状況を確認できる生産監視
システム (情報キャッチャー) を開発､ 外販化した (図９)｡ 同システムは､
PLC装置の装備された工作機械はもちろん､ PLC装置の装備されていない
｢ヴィンテージ｣ 機械についても機械設備の表示から光センサにより稼働デー
タを読み取り､ 生産監視装置と PCを有線又は無線 LANで接続､ PC上で､
生産効率化を阻害する各種要因を数値化し､ 問題点を顕在化できる｡













産効率改善を図る ｢工場の見える化｣ プラン (図10) を提案､ 新たな生産シ
ステム・インテグレーション・サービス提供に乗り出している｡
３. 第４次産業革命に対応したシステム・インテグレーション事業





一方､ 2010年代央以降の第４次産業革命では､ 第一に､ 企業情報システム
を構成する ERP､ MES､ PLCの垂直統合により､ 市場の多種多様なニーズ
に応じて企業全体の生産計画を機動的に見直し､ 生産ラインの機器を最適制

























る｡ ビック・データを前提とした ｢見える化｣ はデータ取得に関心が集中し
て ｢手段と目的｣ の価値転倒をもたらしかねないが､ 中小製造現場の絞り込
まれたニーズに応えて ｢見える化｣ するアプローチの方が現時点では成果が
上がる可能性もあろう｡
近藤製作所は2000年代央以降 LED照明､ 視覚センサ､ 画像検査システム
の組合せによる検査自動化を新たな自動化ニーズと考えて､ 工場の ｢見える
化｣ に取り組み､ 顧客開拓はこれからの課題ながら生産監視システムを製品
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